
明日のまちづくりをサポート明日のまちづくりをサポート
―
民
間
都
市
開
発
推
進
機
構
の
業
務

は
ど
う
い
っ
た
特
色
が
あ
り
ま
す
か
。

　
「
政
府
の
直
接
あ
る
い
は
間
接
的
な

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
受
け
、
民
間
主
体
の
都

市
開
発
事
業
に
対
す
る
資
金
支
援
を
、

質
の
高
い
都
市
空
間
づ
く
り
に
つ
な
げ
る

仕
事
で
す
。『
都
市
開
発
』
は
鉄
道
沿

線
の
大
規
模
な
宅
地
造
成
の
よ
う
な
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
イ
メ
ー
ジ
の
強
い
言
葉
で
す

が
、
大
規
模
案
件
だ
け
が
支
援
対
象
で

は
あ
り
ま
せ
ん
。
多
少
の
公
的
空
間
と

建
物
を
伴
う
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
れ
ば
、

５
０
０
か
ら
数
千
平
方
メ
ー
ト
ル
程
度
の

小
規
模
事
業
も
支
援
の
対
象
と
し
て
い

ま
す
。
建
物
用
途
は
限
定
せ
ず
、
幅
広

く
支
援
し
て
い
る
の
が
特
長
で
す
。
商

業
、
オ
フ
ィ
ス
、
ホ
テ
ル
、
物
流
施
設
な

ど
の
ほ
か
、
珍
し
い
も
の
で
は
水
族
館
へ

の
支
援
実
績
も
あ
り
ま
す
。
支
援
の
メ

ニュ
ー
も
、
融
資
や
貸
し
付
け
ば
か
り
で

な
く
資
本
へ
の
出
資
も
あ
る
の
で
、
そ
れ

ぞ
れ
の
事
業
の
形
態
に
応
じ
て
融
資
や

出
資
を
使
っ
て
い
た
だ
け
れ
ば
と
思
っ
て
い

ま
す
。
当
機
構
は
、
民
間
の
都
市
開
発

を
政
策
的
に
支
援
す
る
初
め
て
の
組
織

と
し
て
ス
タ
ー
ト
し
、
30
周
年
を
迎
え

ま
し
た
。
こ
の
間
適
宜
時
代
の
ニ
ー
ズ
に

沿
っ
た
支
援
が
で
き
る
よ
う
、
業
務
の
見

直
し
も
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
」

―
地
方
創
生
と
い
う
政
策
課
題
に
ど

う
対
応
し
て
い
ま
す
か
。

　
「
東
京
の
よ
う
に
、
世
界
的
な
都
市
間

競
争
に
打
ち
勝
つ
た
め
に
都
市
の
魅
力
を

明日のまちづくりをサポート明日のまちづくりをサポート
民間開発推進に柔軟対応 地

場
産
業
の
積
極
的
な
参
画
を
期
待

一
般
財
団
法
人
民
間
都
市
開
発
推
進
機
構

理
事
長
　
原
田
保
夫
氏

民間都市開発推進機構特集

メザニン支援業務
　国や市町村が定める特定の区域において行われる防災
や環境に配慮した優良な民間都市開発事業に対し、メザ
ニン資金（ローン・社債取得）を提供します。
　金融機関の提供するシニアローンと事業者等が拠出す
るエクイティの間に位置し、一般に調達が難しいとされる、
いわゆる「ミドルリスク資金」を長期安定的に確保できます。マネジメント型まちづくりファンド支援業務

　地域金融機関とMINTO機構が連携して
「まちづくりファンド」を組成し、当該ファン
ドからの投資（出資・社債取得等）を通じて、
リノベーション等による民間まちづくり事業を
一定のエリアにおいて連鎖的に進めること
で、当該エリアの価値向上を図りつつ、地域
の課題解決に貢献します。

共同型都市再構築業務
　防災・環境性能の優れたプロジェクトや医療、
福祉、商業等の都市機能を有するプロジェクト
を行う民間事業者に長期安定的に資金を提供
します。
　MINTO機構が共同事業者として建設費の
一部を負担し、竣工時に取得した建物の持分
を 事業者に譲渡、その代金を原則として長期
割賦で返済していただきます（長期ローンと同
様の効果）。

まち再生出資業務
　市町村が定める都市再生整備計画の区域
内及び都市機能誘導区域内で民間事業者が
実施する都市開発事業に対して、MINTO機
構が出資を行うことにより、事業者に近い立
場から立ち上げ支援を行う制度です。なお、
民間拠点施設整備事業に対する立ち上げ支
援も行います。

高
め
る
投
資
や
都
市
づ
く
り
は
大
切
で

す
。
同
じ
よ
う
に
、
地
方
都
市
に
お
い
て

も
魅
力
を
高
め
る
た
め
の
投
資
は
必
要

で
す
が
、
地
方
ほ
ど
採
算
の
合
わ
な
い
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
多
く
、
当
機
構
の
よ
う
な

政
策
的
な
支
援
ニ
ー
ズ
は
高
い
と
思
い
ま

す
。
地
方
都
市
に
お
い
て
は
、
公
的
不

動
産
の
有
効
活
用
ニ
ー
ズ
が
高
ま
っ
て
い

ま
す
。
自
治
体
の
財
政
状
況
を
起
因
と

し
て
、
公
的
施
設
の
統
廃
合
の
結
果
生

じ
た
余
剰
の
公
的
不
動
産
を
、
地
域
活

性
化
の
起
爆
剤
に
し
よ
う
と
い
う
公
民

連
携
・
公
的
不
動
産
有
効
活
用
ニ
ー
ズ

で
す
。
採
算
が
難
し
そ
う
な
の
で
、
融

資
よ
り
は
出
資
で
下
支
え
す
る
よ
う
な

支
援
に
取
り
組
み
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。

民
間
企
業
だ
け
で
は
資
金
が
不
足
が
ち

だ
と
か
、
民
間
金
融
機
関
で
は
融
資
が

厳
し
い
な
ど
と
い
う
と
き
に
、
当
機
構
が

事
業
の
立
ち
上
げ
を
支
援
す
る
こ
と
で

そ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
動
き
出
し
、
完
成

後
は
地
域
の
た
め
に
役
に
立
っ
て
い
る
と
い

う
よ
う
な
支
援
が
理
想
で
す
。
地
方
都

市
に
お
け
る
公
的
不
動
産
を
有
効
に
活

用
し
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
支
援
は
今
後
、

当
機
構
が
手
が
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

重
要
な
案
件
に
な
る
と
思
い
ま
す
」

　
「
都
市
開
発
は
不
動
産
デ
ベ
ロッ
パ
ー
が

中
心
に
思
わ
れ
が
ち
で
す
が
、
当
機
構

に
相
談
し
に
く
る
の
は
ゼ
ネ
コ
ン
や
金
融

機
関
な
ど
さ
ま
ざ
ま
で
す
。
地
方
の
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
れ
ば
地
域
の
建
設
業
者

に
も
ぜ
ひ
関
心
を
持
っ
て
い
た
だ
い
て
、

資
金
調
達
に
お
困
り
の
よ
う
な
時
に
、

当
機
構
に
気
軽
に
お
声
を
か
け
て
下
さ

い
。
民
間
建
築
の
分
野
で
も
業
績
を
伸

ば
し
た
い
と
考
え
て
お
ら
れ
る
建
設
業

者
に
は
、
地
域
の
重
要
な
担
い
手
と
し

て
こ
う
し
た
都
市
開
発
に
も
ぜ
ひ
関
心

を
持
っ
て
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

そ
う
し
た
意
味
で
は
、
最
近
、
地
場
の

不
動
産
業
者
の
方
々
が
、
空
き
家
の
有

効
活
用
な
ど
、
不
動
産
ス
ト
ッ
ク
ビ
ジ
ネ

ス
に
関
心
を
向
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て

き
て
い
る
の
は
、注
目
さ
れ
ま
す
。是
非
、

さま ざまな 支援業務

　良好な市街地の形成に金融面から支えてきた民間都市開発
推進機構。１９８７年の発足以来、めまぐるしく変化する金融・
社会・経済情勢に的確に対応した支援メニューを通じて、民間
金融を補完しながら全国各地のまちづくりを後押ししてきた。
民間都市開発推進機構のこれまでの実績をふりかえるととも
に、今後の方向性について、原田保夫理事長に話を聞いた。
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民間都市開発推進機構これまでの歩み
・民間都市開発の推進に関する特別措置法(民都法)制
定（６月）・公布（８月5日施行）
・民都機構設立（10月）
民間事業者が行う良好な都市開発事業に対して資
金面・情報面等から多様な支援業務を行うことによ
り、良好な市街地の形成と都市機能の維持および増
進を図り、あわせて地域社会の発展に寄与すること
を目的とする財団法人として設立された。

・都市研究センターの設置（6月）
都市開発事業の掘り起こし等につながる調査研究
活動が大きな意義を持つことに着目して、専門的な
調査研究を行うため都市研究センターを設置。

・土地取得・譲渡業務の創設（3月）
バブルの発生とその崩壊を経て民間都市開発が停
滞するなかで、１９９４年２月８日に決定された「総合経
済対策」において、事業化の見込みが高い土地を先
行的に取得する制度を臨時かつ緊急の措置として創
設することが打ち出され、３月２日に民都法および都
市開発資金の貸付に関する法律の一部を改正。

・PFI無利子貸付業務の創設（9月）

・都市再生ファンド投資法人の設立（6月）

・まち再生出資業務および住民参加型まちづくりファン
ド支援業務の創設（4月）

・メザニン支援業務の創設（7月）
２０１０年６月１８日に閣議決定された新成長戦略を踏
まえ防災や環境に配慮した新規の優良な都市開発
プロジェクトについて、民間金融機関を補完する観
点から、特に調達が困難なミドルリスク資金供給の
円滑化など安定的な金利で長期に資金調達できる
方策・支援を行う。

・住民参加型まちづくりファンド支援業務の拡充

・まち再生出資業務の拡充（3月）
・共同型都市再構築業務の創設（3月）
・一般財団法人への移行および名称変更（4月）

・まちづくりファンド支援業務の創設（4月）

20052005

地
場
の
建
設
業
の
方
々
に
も
、
都
市
開

発
に
関
心
を
も
っ
て
い
た
だ
け
た
ら
と
思

い
ま
す
。
事
業
費
が
数
百
万
〜
数
千
万

円
く
ら
い
の
小
規
模
な
案
件
も
支
援
の

対
象
に
な
り
ま
す
の
で
、
地
場
の
不
動

産
業
・
建
設
業
が
一
緒
に
な
っ
て
取
り
組

む
よ
う
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
あ
っ
た
ら
い
い

と
思
い
ま
す
」

―
機
構
を
巡
る
課
題
と
、
今
後
の
対

応
方
針
は
。

　
「
一
点
目
は
先
述
し
ま
し
た
が
、
認

知
度
の
向
上
で
す
。
地
道
な
努
力
を
続

け
ま
す
。
二
点
目
は
お
客
様
ニ
ー
ズ
に

あ
っ
た
支
援
メ
ニ
ュ
ー
を
こ
れ
か
ら
も
随

時
提
供
し
て
い
く
こ
と
で
す
。
現
行
の

仕
組
み
・
制
度
に
こ
だ
わ
る
の
で
な
く
、

お
客
様
ニ
ー
ズ
に
あ
っ
た
支
援
メ
ニュ
ー
を

提
供
し
ま
す
。
三
点
目
は
、
当
機
構
の

存
在
の
目
的
は
何
か
と
い
う
原
点
を
忘

れ
な
い
こ
と
で
す
。
広
い
意
味
で
の
都
市

開
発
の
政
策
金
融
機
関
で
あ
る
こ
と
と
、

あ
く
ま
で
も
公
的
機
関
な
の
で
民
業
の

補
完
に
徹
す
る
こ
と
で
す
。
世
間
が
好

景
気
だ
と
、
民
間
の
資
金
調
達
が
容
易

な
の
で
、
当
機
構
の
経
営
は
向
か
い
風
と

な
り
ま
す
。
だ
か
ら
と
いっ
て
当
機
構
が

生
き
残
る
た
め
に
、
民
業
を
圧
迫
す
る

よ
う
な
業
務
に
取
り
か
か
っ
て
は
い
け
ま

せ
ん
。
景
気
が
悪
く
な
っ
た
と
き
に
、
即

座
に
支
援
で
き
る
よ
う
、
日
ご
ろ
か
ら
ア

ン
テ
ナ
を
高
く
し
て
ニ
ー
ズ
の
把
握
に
努

め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
繰
り
返
し
に

も
な
り
ま
す
が
、
不
景
気
に
な
っ
た
と

き
に
、当
機
構
を
頼
っ
て
も
ら
え
る
よ
う
、

認
知
度
を
高
め
る
こ
と
も
必
要
で
す
し
、

使
い
勝
手
の
良
い
制
度
を
整
え
て
お
か
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
さ
ま
ざ
ま
な
会

合
に
出
席
す
る
ほ
か
、
異
業
種
と
の
接

触
も
活
発
に
や
り
ま
す
。
と
か
く
、
行

政
だ
け
に
目
が
向
き
が
ち
で
す
が
、
デ
ベ

ロッ
パ
ー
や
金
融
機
関
、コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
、

流
通
業
界
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
分
野
の
方

と
の
意
見
交
換
・
情
報
収
集
を
行
い
、

こ
れ
か
ら
の
良
好
な
都
市
空
間
づ
く
り

に
役
立
て
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
」。

主な支援事例

オガールプラザ

京
都
四
條
南
座
耐
震
改
修
計
画

　本事業は、紫波町が公民連
携手法を取り入れて進めている
「紫波中央駅前開発整備事業」
（通称：オガールプロジェクト）
の中核施設として、公益施設
（図書館・子育て支援センター）
と民間施設（農産物産直施設、
クリニック、飲食店等）を合
築により複合的に整備した。

　台東区から文京区一帯のいわゆる谷
根千地区は、関東大震災や昭和の戦災
による焼失を免れたエリアが多いことか
ら、明治、大正、昭和期に建てられた様々
な古民家や寺院が数多く残っており、
その風情ある昔ながらの街並みやそこに
息衝く江戸・東京のくらしの文化を求め、
国内外からの多くの観光客が街歩きな
どに訪れる地区となっている。 しかし、
これら古民家等の多くは、老朽化と居
住者の高齢化、相続等に伴う税負担、マンション開発などにより次々
に取り壊され、この地区の古民家の数は年々減少しており、風情あ
る街並みが失われつつある。そこで、谷中・根津・千駄木を中心に
上野桜木・池之端・弥生・西日暮里などの地区（いわゆる谷根千地区）
およびその周辺地区において実施される民間まちづくり事業に投資
するファンドを組成した。

オガールプラザ

　赤坂の新たなシンボルとして職住一
体型の複合施設（業務・商業・住宅等）
を建設し、良好な都市住宅の供給を
図るとともに、公開空地や歩道状空
地の整備により、都市内に快適な環
境を創出した。

赤坂インターシティ

　当機構が取得した土地に、三井不動産株式会社、東急不動
産株式会社他が事業者となり、商業・業務複合施設を建築した。
東京メトロ銀座線、東西線、都営浅草線「日本橋」駅に地下通
路で直結しており、アクセス至便な施設として都心のにぎわい
拠点となっている。

コレド日本橋

　本事業は、テレビ放送の地上デジタル化
に対応する電波塔を建設するとともに、観
光機能を付加した一体的な施設として計画
整備された。事業地周辺は私鉄の車両基地
や工場の土地利用状況だったが、複数の鉄
道・地下鉄が結節する交通利便性が高い地
区であることから、東京スカイツリーの整備
とあわせた基盤整備とともに大規模商業・
業務施設を建設し、新しい都市拠点を形成
した。当機構の出資制度を活用して事業立
ち上げの支援が行われた。

東京スカイツリー

　当機構が取得した土地に、南海電気鉄
道株式会社が「未来都市なにわ新都」を
コンセプトとした「なんばパークス」を建
設した。業務、商業、シネマコンプレック
ス等の都市機能を備え、屋上は緑豊かな
自然による癒しの空間となっている。

なんばパークス

谷根千まちづくりファンド有限責任事業組合


